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Abstract
　Schools have important roles in preparing students for civic life, and making 
them engage in examining and revising their school rules could be one way to 
fulfill such a mission. The purpose of this paper is to investigate what students 
learn from participating in reexamination of their school rules and engaging in 
dialogue with diverse stakeholders during the process. The paper utilizes a 
case of “Rule-making project” at a Japanese girls’ junior and senior high school, 
supported by NPO staff and other experts.
　The project yielded a variety of civic effects. Student members of the project 
became more confident in conveying their ideas to others and making a 
difference in their schools. They also deeply understood the value of dialogue 
and learned the importance of understanding others. In addition, there were 
some schoolwide effects on students’ efficacy, trust, and intention of civic 
engagement. However, there were also some issues and challenges, such as the 
power relationship between teachers（or other adults）and students, and 
inclusion of direrse students in the process.
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１　はじめに

　近年、校則のあり方への社会的な関心が高まる中で、校則見直しの重要性が再認識され
つつあり、見直しへの生徒参加の必要性も数多く指摘されてきた1）。生徒参加での校則見
直しを推し進める自治体もみられるようになり2）、文部科学省も 2021 年 6 月の事務連絡「校
則の見直し等に関する取組事例について」において、生徒を含む関係当事者の参加による
見直しの意義を改めて周知している。
　校則見直しに生徒が参加できる機会や仕組みを設けることは、子どもの意見表明権の保
障の観点から不可欠である。加えて、生徒が自らの学校のルールづくりに関わる経験は、
市民性教育の恰好の機会となることも期待される（苫野 2019）。
　これまでも、例えば諸外国の生徒参加の制度や実践を取り上げた研究では、学校の運営
や意思決定への生徒参加が内包する市民性教育や民主主義教育の機能について考察されて
きた（大津 2012，柳澤 2016 ほか）。また国内でも、生徒参加による校則見直しの実践事例
の報告も数多くある（喜多ほか 1996，宮下 2016，浦野ほか 2021）。しかし、それらの市民
性教育としての実際の効果や課題に関する実証的研究は日本ではほとんどない。生徒参加
の校則見直しがいかなる効果をもち、それがどのような要素や経験を通じて生み出される
のか、具体的な事例の分析を通じた実態の解明が求められる。
　そこで本研究では、生徒参加による校則見直しの事例分析を通じて、市民性教育効果や
その要因等について考察し、市民性教育としての可能性や課題の一端を明らかにする。対
象とする事例は、2019 ～ 2020 年度に広島県の私立安田女子中学高等学校にて行われた

「ルールメイキングプロジェクト」（以下 RM）である。RM は、認定特定非営利活動法人
カタリバ（以下 NPO カタリバ）が、経済産業省「未来の教室」実証事業として、2019 年
11 月より安田女子中高を含む複数の学校で開始したプログラムであり、同 NPO のスタッ
フや外部人材等の派遣を通じた外部支援を行いながら、生徒参加での校則見直しを対話的
に進めていくことが目指されている3）。筆者も開始当初からプログラム設計や効果検証等
のアドバイザーの 1 人として RM に携わり、安田女子中高でも共同生成的なアクション・
リサーチ（cf. 秋田 2005）として実践に関与しながら、プログラムの評価や改善、生徒・学
校の変化の検証に取り組んだ。本稿では、一連のアクション・リサーチから得た知見のう
ち、生徒の市民性教育効果の側面に焦点をあてて知見をまとめる。
　分析に用いるデータは、生徒や教員へのインタビューデータ、生徒の振り返りシートの
記述、全校生徒への質問紙調査の結果、生徒の活動や打合せ等への参与観察のフィールド
ノーツや録音データ（コロナ禍のため 2020 年 3 月以降はオンラインでの参加・見学）、活
動での生徒の作成物や NPO カタリバ作成の記録、関連報告書・公刊物等である（インタ
ビューや振り返りシート、質問紙調査等の詳細は第 4 節を参照）。
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２　先行研究の検討

２．１　校則や生徒指導の市民性形成への影響
　生徒は、特定の授業やプログラムのみを通じて民主主義や市民性を学ぶわけではなく、
学校生活のあらゆる側面が生徒の市民性を形作る環境要因として考えられる（OECD 教育
研究革新センター 2011）。諸外国の実証的研究では、生徒の政治・社会参加への意欲が学
校の風土や教員の民主的エートスと関係することが明らかにされてきた（Flanagan et al. 
2007, Lenzi et al. 2014, Sampermans et al. 2018, 古田 2019）。
　こうした知見からは、校則や生徒指導も生徒の市民性形成に影響を及ぼすことが示唆さ
れる。例えば船木（2017）は、アメリカにおけるゼロ・トレランスの厳罰主義の指導によ
る「校則に合わせる教育」が、生徒に異議申し立てではなく権威に従うことを刷り込むこ
とを、関連研究の知見から指摘する。実際、生徒の停学経験が将来の投票参加や地域活動
参加に負の効果を与えるという分析結果などもある（Kupchik & Catlaw 2015）。こうした
学校環境は生徒に無力感や不信感を与え、民主主義に参加する市民としてのアイデンティ
ティ形成への障壁となる（古田 2021a）。また日本国内での実証的研究としては、太田（2021）
が、中高生を対象とした NHK 放送文化研究所の調査の二次分析から、校則が厳しいと感
じる経験が生徒の意見表明の抑制に結びつく可能性を明らかにしている。
　以上のように生徒の民主主義に関する経験を形作り、社会への信頼や効力感、参加意欲
の形成に一定の影響力をもつ校則や生徒指導のあり方を見直していくことは、学校の市民
性教育効果を高めるうえで重要といえる。

２．２　学校づくりへの生徒参加の市民性教育効果
　一般に、生徒が学校運営や学校改善に参加することの教育的効果は幅広く考えられる。
日本国内の研究は限られるが、例えば平田（2007）は、学校協議会の事例調査をもとに、
学校協議会が、他の教育活動と有機的に結びつく場合において、生徒のエンパワメントに
寄与する可能性を明らかにしている。海外の研究では、Mitra（2004）が、アメリカの生徒
参加の事例分析から、生徒の変化を「エージェンシー（Agency）」「所属感（Belonging）」

「コンピテンス（Competence）」に整理している（表 1）。
　より具体的な市民性教育効果に焦点化するならば、諸外国の政治的社会化（political 
socialization）研究の知見が参考になる。これらの研究では、生徒会活動や学校運営への参
加経験が将来の政治・社会参加に結びつくことが早くから明らかにされてきた（Verba et 
al. 1995 ほか）。近年の研究でも、Homana（2018）がアメリカとオーストラリアの研究を
通じて、生徒会活動への参加経験が政府機関への信頼を高め、政治参加を促す効果を確認
している。また 2000 年代以降の市民性教育導入で注目されたイギリスの縦断調査の結果か
らは、生徒会活動への参加の効果の持続性も示唆される（Keating & Janmaat 2016）。
　IEA（国際教育到達度評価学会）の市民性教育の国際比較調査（CIVED ／ ICCS）にお
いても、似た知見がみられる。1999 年調査（CIVED）では、「学校の意思決定への参加の
自信」が、生徒の政治的知識や参加に影響を与えることが明らかにされている。いわく「参
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加型で民主的な方法で運営され、教室の議論に開かれた風土を促進し、学校生活の形成へ
の参加に生徒を招き入れる学校は、市民的知識と関与の双方の促進に効果的である」

（Torney-Purta et al. 2001, p.176）。後継の 2009 年・2016 年調査（ICCS）でも、学校運営
の意思決定への参加を含む、生徒の学校における市民参加の経験が、政治的知識や（将来
の）投票参加と関係していた（Schulz et al. 2010, Schulz et al. 2018）。

２．３　小括／仮説
　先行研究の知見を踏まえると、生徒参加による校則見直しの市民性教育効果は次のよう
に考えられる。第一に、活動を中心的に進める生徒（生徒会役員など）については、一連
の活動プロセスを通じて、大人や社会に対する信頼や、自身の参加を通じて周囲の環境や
社会を変えられるかもしれないという効力感、参加や行動に必要なスキルなどが育まれ、
政治・社会参加を促す効果が期待できる。第二に、他の一般生徒についても、生徒参加で
校則が変わるという集合的経験が共有されたり、学校風土に変化が生まれたりすることで、
間接的に信頼や効力感の醸成に結びつく可能性も考えられるだろう。
　もっとも先行研究の知見は海外の研究に依拠するものも多く、さらなる検証が必要でも
ある。そのため次節以降では、国内の具体的事例の分析をもとに内実に迫りたい。

３　「ルールメイキングプロジェクト」の内容

３．１　活動の背景とプログラムデザイン
　安田女子中学高等学校は、広島県広島市に位置する私立女子中高一貫校である。創立は
1915 年で、100 年以上の伝統をもつ。NPO カタリバが 2019 年夏に RM の参加校を募集し
た際、同校が参加を決めた背景には、時代に合わせて校則の見直しは適宜行っていたもの
の、古くから残る校則の一部については見直しが十分進んでいなかったことへの問題意識
があった。加えて、真面目だが大人しい生徒も多いことから、主体性を伸ばすような教育
機会の一つとして RM を位置づけたいという願いもあった。雑誌記事に掲載された以下の
教員インタビューからも、こうした背景を読み取ることができる。

表 1　Mitra（2004）で示される生徒の変化の整理
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「『学校という箱の中に自分がいる』のではなく『学校は自分たちでつくるもの』と生
徒が思えるようになってほしい、と考えていました。この学校の一員として自分の思
いを発信し、多様な意見にもふれてその違いを乗り越えていく、そんな強さを身につ
けてほしいなと」（安田馨先生）

「本校は 100 年以上続く伝統校で、校則や生活ルールが多く、生徒は厳しいと感じがち
でした。ただ、優しくて根が真面目な生徒が多く、あまり主張しないんですね。もっ
と自分の思いを外に発信できるようになってほしい。校則という身近なテーマを、外
部も含めたさまざまな人と対話して生徒が見直す活動を通し、『自分がどうしたいかを
学校で出していいんだよ』と背中を押したいと思っていました」（上所奈美先生）4）

　RM のプログラムは原案を筆者が作成し、他のサポーター（NPO カタリバ職員や外部人
材）とともに、学校側とも意見交換しながら改良を加え、進め方のイメージを共有した5）。
その概略は表 2 の通りであり、大まかな流れは、活動の準備や導入（表内 0 ～ 1）、見直す
校則の選定（2 ～ 3）、選定した校則に関する調査（4 ～ 5）、新しい校則案の提案と対話（6
～ 7）、新校則の運用や振り返り（8 ～ 9）という具合である。こうした流れは活動発足時
に生徒とも共有され、そのうえで、活動の詳細（例：全校生徒への発信や募集、見直す校
則の選定、意見聴取や調査の対象や方法の検討、調査の実施、新校則の立案等）は生徒主
体で決定し進めることとなった。

　プログラムでは、生徒の主体的な参加と併せて、対話的な見直しのプロセスも重視され
ている。NPO カタリバの RM の事業説明でも、「生徒が主体となり、先生・保護者などの

表 2　RMのプログラム案の概略（2020 年度版の場合）
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関係者との対話を重ね納得解をつくる」「対話的・民主的な合意形成のプロセスを経て、生
徒たち自身が当事者として学校・保護者・地域などと協働して校則やルールを変えていく
ことで、「自分たちの学校は自分たちでつくる」ことを応援します」6）と、対話的な見直し
が意識されている。校則は、学校の多様な関係当事者にかかわるものであり、意見の相違
や衝突も生じやすい。それゆえ、RM のプログラムでは、見直す校則の選定、当該校則に
ついての意見聴取、新校則運用に向けた準備など様々な段階で、プロジェクトメンバーの
生徒間の対話、さらには全校生徒や教員・保護者といった関係当事者との対話を組み込ん
でいる。安田女子中高の RM は、「皆が幸せになるルールを作る」という目標を設定して
活動を進めることとなったが、これは対話的な校則見直しの考え方を端的に表したコンセ
プトでもあった。

３．２　活動プロセスの実際
（1）活動の位置づけと実施体制
　RM の活動は、高校生徒会執行部によって広報や参加生徒募集等の準備が進められ、2020
年６月より、有志生徒（生徒会執行部も一部含む）による活動として開始された。
　生徒の活動は週 1 回程度、主に放課後を利用して各回 1 ～ 1.5 時間の活動を基本として
行われた。担当教員 2 名が生徒の活動の指導／支援を行い、サポーターとして NPO カタ
リバの職員、ワークショップデザインの専門家、弁護士、研究者（筆者）も参画した。サ
ポーターは担当教員と定期的にミーティングを実施し、活動の意見交換や助言を行うとと
もに、必要に応じて生徒の活動にも同席しサポートを行った。また高校の視聴覚委員会が
RM の活動を取材し校内新聞を作成することで、校内への発信に協力した。

（2）活動に向けた準備と土壌づくり（2019 年 12 月～ 2020 年 5 月）
　活動開始に先立ち、サポーターは学校を複数回訪問し、教職員や生徒へのヒアリング

（2019 年 11 ～ 12 月）を行い、学校の背景や現状の理解に努めた。その後 2020 年 2 月より、
高校生徒会執行部の生徒による RM の活動準備が始まった。生徒がアイデアを出し合い、
活動に向けた土壌づくりのための企画が考案され、全校に向けた「ルールメイキングチャ
レンジ宣言」、全校生徒への校則に関するアンケートとメンバー募集、新入生を対象とした
交流や校則理解のためのオンラインイベントが実施された。また同時期には全教員対象の
ワークショップも開催され、教員側の土壌形成も並行して取り組まれた（2020 年 2 月）。

（3）活動発足と見直し対象の校則の選定（2020 年 6 月～ 9 月）
　2020 年 6 月より、1 年生（中学 1 年）から 5 年生（高校 2 年）の生徒（計 20 名程度）が
プロジェクトメンバーとして集まり、RM の活動が本格始動した。参加生徒には、中学や
高校の生徒会執行部の生徒もいれば、有志で参加した生徒もいた。初回の活動では、高校
生徒会執行部の思いや各々の参加動機、今後の活動で大切にしたいことが分かち合われた。
　その後、2020 年度の活動で見直す校則の選定に入った。まず、先述のアンケートによる
全校生徒の意見も参考に、候補が 9 個選定された。メンバーは全校生徒対象のアンケート
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を再度実施し、全校生徒からの見直しの要望が多かったものを有力候補としつつ、重要性、
緊急性、実現可能性、メンバー自身の思いなど複数の観点を踏まえながら、プロジェクト
メンバーで議論を重ね、「情報端末機器の持ち込み」「放課後の立ち寄り」「保護者同伴でな
いと許可されていない場所への出入り」の 3 校則の見直しに着手することを決定した。

（4）各校則に関する調査と新校則の検討・提案（2020 年 9 月～ 11 月）
　ここからは検討する校則別にチームに分かれて活動を進める形を採った。まず、校則に
関する様々な調査が実施された。具体的には、全校生徒の意見収集（アンケートや廊下に
貼り出した掲示での意見収集）、教員への聞き取り、保護者へのアンケート、県警への聞き
取り、他校の事例調査などが行われた。これらは基本的に生徒たち自身が考え、サポーター
や教員は主に具体的なアンケートの設計や分析方法、その他進め方などへの助言を行った。
　調査を踏まえ、各チームで新しい校則の方向性やその具体的な内容案の検討が行われた。
生徒はそれらを提案書としてまとめ、弁護士をはじめサポーターのフィードバックも得な
がら、修正や準備を進めていった（表 3 に提案書の内容構成の一例を示す）。そして校長・
教頭および関係教員を招いて新校則の提案会が開催され（2020 年 11 月）、プロジェクトメ
ンバーの生徒がこれまでの調査や議論の内容と、新校則の案を発表し、意見交換が行われ
た。

（5）校内調整、生徒・教員共同での行動指針の作成（2020 年 12 月～ 2021 年 2 月）
　提案会を受け、教員側での校内調整が進められた。生徒側の提案の基本的な方向性はお
おむね了承され、管理職等との調整を踏まえた一部修正案が示された。これを受け、生徒
と教員の意見交換が行われ（2021 年 1 月）、情報端末機器に関する新校則の具体的運用な
どの確認や調整を経て、翌年度からの新校則適用に向け、教員内での承認手続きが進めら
れた。
　一方で、全校生徒に対し、単に校則が緩まるのではなく、安田女子中高で大切にされて
きた「安田らしさ」も継承しながら各生徒が自立／自律することを伝えたいとの思いから、
プロジェクトメンバーの生徒と有志教員が一緒に「行動指針」を考えるワークショップも
開催された（2021 年 2 月）。作成された行動指針は、新校則とともに発表されることになっ
た。

（6）新校則の発表と適用、検証と振り返り（2021 年 3 月～ 5 月）
　2021 年 3 月、全校生徒への新校則の発表が行われた。ここでは校長による講話の後、プ
ロジェクトメンバー自身の言葉で、新校則の内容や背景、行動指針や思いが語られた。そ

表 3　新校則の提案書の構成（情報端末機器の持ち込みの場合）
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の後 4 月より新校則が実際に適用された。プロジェクトメンバーは、アンケートや聞き取
りなどを実施し、新校則の検証にも取り組み、今後検討すべき課題も把握した。また次期

（第 2 期）活動メンバーの募集の準備も進められた。5 月には活動の振り返り会が実施され
た。

３．３　活動の特徴
　ここで、安田女子中学高等学校の RM の活動の特徴をまとめておきたい。
　第一に、校則の見直し自体に加え、そのプロセスを通じた生徒の学びや成長も重視され
ていた点である。これは導入の背景からも確認できる。
　第二に、一連の活動を生徒が一定の主体性をもって進めた点である。活動の全体設計は
教員とサポーターが行ったが、日々の議論や活動では助言を行う程度で極力見守りに徹し
た。もっとも序盤は、必要に応じて教員やサポーターが進行を担うこともあったが、校則
をめぐる意見聴取や調査の段階に入ると、生徒主体で進める場面が増えていった7）。
　第三に、対話の経験と学習が意識されていた点である。先述の通り、生徒参加に加え「対
話的な」校則見直しも、RM の中核をなす要素であった。RM のサポーターにはワーク
ショップデザインの専門家も参画しており、重要な意思決定の際や教員側が必要と感じた
ときなど、折に触れて生徒の話し合いの全体進行を担い、対話の考え方を伝えていた。
　第四に、全校生徒の意見を可能な限り取り入れるべく、校内掲示や複数回のアンケート
等を通じた意見聴取を試みていた点である。この点は生徒たちも活動発足時から重視した
いという思いが強かった点であった8）。コロナ禍の影響もあり十分にはできない面もあっ
たが、そうした制約下でもできる方法が模索されていた。
　第五に、生徒だけでなく多様な学校関係者との対話や意見聴取が行われた点である。こ
れは活動プロセスの設計段階から意識されていた点でもあり、「皆が幸せになるルールを作
る」という目標にも相通ずる。実際に教員への聞き取り、保護者アンケート、県警担当者
への聞き取りなど多様な活動が行われた。
　第六に、サポーターの存在である。教員と生徒という二者だけでなく、外部からのサポー
ターが活動に入ることで、対立構造を生む形ではなく対話的に校則見直しを進めやすくな
り、また多角的視点から校則の内容を検討するうえでも有益であったと考えられる。

４　生徒の変化と課題

４．１　プロジェクトメンバーの変化と課題
　では一連の活動を通じて、プロジェクトメンバーの生徒にはどのような変化があったの
か。ここでは主に生徒の振り返りシート（2021 年 4 ～ 5 月記入、WS と表記）、振り返り
会での語り（2021 年 5 月 21 日実施、MT と表記）、生徒と教員への中間インタビュー（2020
年 12 月 11 日実施、IN と表記）を用いて分析を行う。（なお、振り返りシートや振り返り
会での生徒の学年は、主な活動が行われた 2020 年度当時の学年から 1 つ上がっている。）
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（1）自分の声が受け止められ、校則見直しが実現する経験を通じた効力感の醸成
　第一の変化は、生徒の効力感の醸成である。すなわち、自らの参加に価値を感じ、参加
を通じて学校や周囲の環境を変えられるという感覚が生徒の中で芽生え、高まっていた。
　その土台となっていたのが、プロジェクトメンバー内で意見が受け止められるという経
験であった。例えばある生徒は、「自分の考えが完成したものにはんえいされる達成感を
知って、積極的に考えを発表するようになった」（中学 3 年・WS）と振り返る。こうした
記述は特に中学生のメンバーに多くみられる。「話し合いで、先輩の前でも自分の意見をき
ちんと言えるようになりました」（中学 2 年・WS）といった記述からも読み取れるように、
中学生にとっては、高校生も含む異学年集団の中で自分の意見を発し、受け止められる経
験は、成功体験として重要な意味をもち、それが自信に繋がっていたといえる。
　一方、学年が上がると、大人との対話や学校への提案と関連した記述が目立つようにな
る。

私が学んだことは、相手が大人でもしっかり意見をもち、丁寧に伝える努力をすれば
対等に話し合えるということです。校則を変えるということは決して簡単に出来るこ
とではないし、遠い事のように感じていました。生徒なりに行動してみることは大人
の目を気にしてなかなか消極的になってしまうものだと思ったけれど（略）生徒がや
りたいインタビュー、アンケートを行うことができて良かったです。（高校 3 年・WS）

このように大人と対話し、自分たちの意見や提案が受け止められるという経験もまた、効
力感を高めるものとなっていたことがうかがえる。これは教員の実感とも合致していた。

もともとコミュニケーション高い子たちが来ている、ではなかった子たちが、この活
動を通して、相手が子どもであっても、大人であっても、動じずしゃべっているって
いうのは、本当、大きな変化かなって思ってるし、本人たちもやっぱり、そういう、
反省会の中で言ってましたから、やっぱそれが一番大きな成果かなというふうに、は
い、思ってます。（教員・IN）

こうした生徒の変化には、教職員等との対話に加え、サポーターとの接触の影響もあった
と考えられる。校長補佐（当時）の以下の語りからも、学校外の大人と関わる経験が、RM
の活動を真正なものにし、それが生徒の成長を後押ししていたことがうかがえる。

カタリバのメンバーとか、まぁいろんな大人と今回出会っている。（略）これまでに、
こんなにショートタームでですね、たくさんのいろんな人と会うってなかったんです。
間違いなくないと思うんですね。（略）それを通してですね、いろんな大人と対話した
り（略）、それが一つの成長のファクターになっている。（校長補佐・IN）

　そして、次のように、最終的に実際に校則が変わるという結果を経験することで、校則
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は変えられないという生徒の中の既成観念が問い直されていったと推察できる。

校則は変えるものではないと思っていたけど、みんなと色んなアンケートや調査をし
て、発表することで変えることができることを知れて、（略）変えることができないと
いう先入観はよくないと思うようになった。（高校 3 年・WS）

活動を通じて校則が実際に変わるという集合的経験が生徒の認識に影響を与えたことは、
次年度のメンバー募集のために生徒が作成したポスターにも見て取れる。ポスターには「安
田を動かすのは、私たちだ。」という一文が掲げられている。従前の生徒の姿から考えると
大きな変化といえよう。
　以上のように、RM の活動は、プロジェクトメンバー内での意見の受容や反映の経験、
学校の関係当事者や外部の大人と関わる経験、そして実際に校則が変わる経験という、重
層的な成功体験を通じて、生徒の中に効力感を育んでいたといえる。

（2）対話の経験を通じた民主的プロセスの価値や多様な立場の意見の理解
　第二の変化として挙げられるのは、対話の価値を実感し、また多様な立場の意見に対す
る理解が深まったことである。例えば「少数派の人の意見でもその人たちがどうしてそう
思っているのかを考えたり聞いたりして、できるだけ多く取り入れることを今までよりも
重視するようになりました」（高校 2 年・WS）など、こうした変化を挙げる生徒は数多く
みられた。以下もそうした語りの一つである。

1 つの課題でも色々な見方ができる。自分の変な固定概念みたいなものがあると、全
然…自分の中での見方が一辺しか見てなくて、本当は裏面があったり、なんか立体を
イメージしたら、こっちからもこっちからもこっちからも見れるみたいな。（高校 3
年・MT）

　RM の活動には対話を学ぶ機会が複数の次元で組み込まれていた。まず、日々の活動に
おける生徒間での対話である。ワークショップデザインの専門家によるサポートもあり、
生徒たちは対話を体感しながら学ぶ経験ができた。「話し合いは机の配置で変わる」（高校
3 年・MT）といった反応が、生徒の新鮮な体験を物語っている。こうして生徒間で対話を
重ねた経験は、以下のように、異なる意見の相互理解や尊重の態度に結びついていた。

・他人の意見を落ち着いてきけるようになった
・意見が違うときにどのように中和させていくかを学んだ（高校 1 年・WS）

さまざまな思いをもったメンバーと話すことで自分の価値観や考え方を広げることが
できた。グループの中で意見が割れたり一致しないときも多くあったけれど、互いの
意見を尊重しあうことを大切にできた。（高校 3 年・WS）
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また上級学年の生徒の中には「年が下の子の意見も大切だと気づき、後輩の中にまじって
あまり、自分の意見をあえて言わず、後輩が話しやすい空気をつくることができるように
なった」（高校 3 年・WS）と、生徒間の非対称的な関係性を捉え、対話的な場に向けた自
身のあり方を考える姿もみられた。
　加えて、RM の活動ではプロジェクトメンバーのみならず、全校生徒や教員・保護者な
どの意見を聴く機会も多くあり、そこで様々な立場の意見に触れて、視野が広がったとい
う生徒も多い。

みんなの意見をまとめたりしていると、自分の意見とは違う考え方もあっていろいろ
な視点から物事が見れるようになったと思いました。（中学 3 年・WS）

自分の考えだけでなく、他の学年の人の考えや、保護者、先生方、警察の方、弁護士
の方など、いろんな人の考えを聞くことで、今まで自分の知らなかった視点からもの
ごとを捉えられるようになったので、いい経験になったと思います。（高校 3 年・WS）

校長補佐も「当初は自分たちの希望的な観点から校則を語っていた彼女たちが、いつしか
教員の立場ではどう受け止めるか、保護者はどういう心配をするかなど、それぞれの立場に
対して考えを巡らせ、その最適解を探すようになっていった」と生徒の変化を振り返る9）。
　以上のように、メンバー間で対話の重要性を体感しながら学んだ経験、さらには全校生
徒や関係当事者の様々な意見を聴く経験を通じて、生徒たちは民主的なプロセスの価値や、
多様な立場の意見への理解を深めていったといえる。
　ただし、大人との対話は、ときに生徒の大人への同調や批判的思考の抑制を促す側面も
併せ持っていた。以下の記述はその一例である。

様々な立場から考えることが多くあったので、物事を考える時に様々な立場に立って
考えることがよりできるようになった。例えば、決まりきっている事柄に対し、私は
こう思うけどな…と思うことも、他の立場に立ってみると今のままって意外と良いこ
となんじゃないかなと思うことがあった。（高校 3 年・WS）

記述からは、当初疑問を抱いていた生徒が、大人との対話を通じて納得に変わっていった
様子が読み取れる。これは大人側の背景の理解深化としても捉えられる一方、「良い子なの
で、右左にはすぐ振れます」（校長補佐・IN）と校長補佐が語るように、大人の意見に触れ
るうちにその考えに流され、異議申し立てが弱まっていったと捉えることもできる10）。生
徒と教員を含む大人は、力関係において非対称的となりやすい。そのため、生徒が大人の
意見を全面的に鵜呑みにせず検討を重ねていけるようなサポートが重要といえるだろう。

（3）校則の背景理解と学校への愛着心の高まり
　第三の変化は、校則指導に対する理解と、学校への愛着心の高まりである。
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　これは、教員への聞き取りや校則についての調査を行うことで生まれた変化といえる。
「校則が生徒の自由を奪う物だと思って」いたというある生徒は、「生徒を危険から守る物」
だと思うようになったと振り返る（中学 2 年・WS）。また別の生徒は、中間インタビュー
において、校則の必要性についての考えを尋ねられた際、次のように答えている。

先生の話を聞いて、やっぱり、生徒の安全のこととかを考えて、校則って作られてい
るものですし、えっと…歴代の校則の本とかも見て、やはりなんかその、生徒の生活
を守るっていうところは、ずっと一貫して守られて校則が作られているっていうのが
わかったので、必要だと思います。（高校 2 年・IN）

このように学校側の校則設定の背景を知ることで、「学校側が生徒に求めているものを理解
することができた」（高校 1 年・WS）といった変化を数多くの生徒が挙げていた。これは、

「安田の校則を振り返って改めて伝統の大切さを実感することができた」（高校 3 年・WS）、
「安田の教育理念や、大切にしていることを今まで以上に深く知ることができて、安田がこ
れまで以上に好きになりました」（高校 2 年・WS）という具合に、私立学校の伝統の理解
や学校への愛着心の醸成にも寄与していたといえる。
　一方で、校則について理解を深める経験は、校則を遵守する姿勢を育むとともに、校則
に対する批判を弱める面も併せ持っていた。

校則の意味をしっかり理解できたことで、校則に対して不満を持つことがなくなった
し、だめなことをしたいなと思うことがなくなりました。（中学 2 年・WS）

この「校則に対して不満を持つことがなくなった」という記述は、校則に対する疑問が薄
れていったことを示唆している。こうした両面性は、先述した大人への同調や批判的思考
の抑制とも関連した課題ともいえよう。

４．２　全校生徒の意識と変化
　続いて、全校生徒に実施した質問紙調査の結果から、全校生徒の意識やその変化を検証
したい。調査は事前（2020 年 3 月）と事後（2021 年 5 月）の 2 回実施した。質問紙は学校
に関する認識と、より一般的な認識等（社会への参加意欲や認識、効力感や信頼など）を
尋ねる項目で構成され、加えて事後質問紙では、RM の活動への関与や納得度も尋ねてい
る（表 4）。回答数は事前調査 981 件、事後調査 1048 件であった11）。
　表 5 は、事前・事後共通項目の結果について、「そう思う」「まあそう思う」と回答した
生徒の割合の合計を比較したものである。RM の活動以外にも様々な教育活動の影響、時
間の経過による影響、コロナ禍の影響等も考えられるため、結果の解釈には留意を要する
が、それでも校則やルールを適切だと感じる割合（項目 2・3）、学校への愛着心（項目 1）、
学校への効力感（項目 8）など、特に学校に関わる認識を中心に顕著な変化がみられる。
RM を行った学校の全校生徒に、当該期間中に一定の変化があったことがうかがえる。
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　続いて、RM への参加経験（関与の程度や意見が反映された感覚）と種々の意識との関
係性を分析してみたい。特に市民性教育効果の観点から、先行研究から仮説的に得られた
示唆も踏まえ、効力感、信頼、政治・社会参加への意識に焦点をあてる。

表 4　全校生徒への質問紙の構成

表 5　質問紙調査の事前・事後結果比較（肯定的回答の割合）
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　まず、RM の活動への関与を尋ねた 5 項目12）の回答を点数化し、合計値を 3 段階（「高」：
4 ～ 5 点／「中」：2 ～ 3 点、「低」：0 ～ 1 点）に区分し、関与の程度を分類した。表 6 は、
関与の程度別の事後調査での意識をまとめたものである。関与の程度が高い生徒ほど、効
力感や政治・社会参加意欲も高くなる関係性が確認できる。ここからは、RM の活動に関
わる経験が、これらの意識に何らかの形で寄与している可能性が推察される。他方で、こ

表 6　関与の程度と意識（効力感／信頼／政治・社会参加意識）との関係
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うした意識がもともと高い生徒ほど積極的に活動に関与しているという関係性も考えられ
る。
　関与の程度に加え、自分の意見にも耳が傾けられ、大切にされていると感じるかどうか
も、生徒の意識に影響を与えると考えられる。そこで、一連の校則見直しで自身の意見や
考えが聴いてもらえたと感じるかどうか尋ねた項目の肯定的回答と否定的回答で、先ほど
と同様の項目のクロス集計を行ったのが表 7 である。ここからは、自身の意見が尊重され、
受け止められたと感じる生徒は、信頼や効力感が高くなる傾向が確認できる。全校生徒の
見直しへの参加機会と応答的関係の重要性を示唆する結果といえよう。

表 7　意見聴取の感覚と意識（効力感／信頼／政治・社会参加意識）の関係
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５　考察

　以上の分析からは、RM の活動が市民性教育として一定の可能性をもつことが確認でき、
先行研究からの示唆にも符合する。第一に、中心的に活動を進めたプロジェクトメンバー
の生徒は、一連の活動を通じて自身の意見表明や参加に対する効力感、周囲の大人への信
頼、多様な意見や対話の大切さの実感といった変化を経験していた。それらは、メンバー
間での対話的な活動を基盤としながら、全校の生徒や教員、保護者や外部の大人の意見聴
取や交渉、提案等の活動によっても形作られていた。第二に、全校生徒にも効力感や信頼、
政治・社会参加意欲等の醸成がみられた。こうした意識は RM への関与の程度や意見聴取
の感覚とも関係しており、RM での経験との関連性が推察された。
　市民性教育効果という点で注目に値するのは、校則見直しという学校参加の経験が、学
校に関わる意識のみならず、より広い社会への参加に関わる意識にも結びつく可能性が示
唆されたことである。これは質問紙調査の結果に加え、プロジェクトメンバーの振り返り
からも見出される。ある生徒は、「私自身の成長は社会への視野が広がったことです。学校
の校則は私たちにとっては大きなことで、社会の動きに目を向けてみると、このルールメ
イキングの活動プロセスと通ずる部分も多いと思ったからです」（高校 3 年・WS）と、RM
での経験を社会と関連づけて捉えている。こうした可能性を一層高めるためにも、校則見
直しという学校参加の経験を、現実社会との関係で意味づけ、考察し、深められるような、
社会系教科や他の教育活動との連携も重要と考えられる（cf. 鈴木 2018）。
　他方で、今後さらなる検討が必要な課題や論点として、次の 2 点が指摘できる。第一に、
異なる目標や効果のトレードオフである。本稿の事例からは、対話的な活動の中で、大人
の意見を十分に聴くことが、多様な意見の理解や信頼関係の構築に寄与する一方で、生徒
の異議申し立ての抑制、効力感の減衰に繋がりうる可能性も示唆された。諸外国の生徒参
加研究でも、生徒－教員（子ども－大人）の権力関係や、それゆえに生徒が学校の期待す
る方向に同調しやすい問題への指摘がみられる（Robinson 2012 ほか）。校則見直しにおけ
る〈生徒参加〉と〈多様な関係者との対話〉という要素の両立を目指す場合、両者の孕む
潜在的な緊張関係にも注意を払いながら、丁寧な実践の組み立てを行うことが求められる。
　第二に、全校生徒の参加と効果の波及である。本稿の分析からは、一般生徒であっても、
自らの意見が尊重され、受け止められたと感じることで、市民性に関わる意識変化が生ま
れやすいことが示唆された。つまり、活動を中心的に進める生徒と一般生徒を結ぶコミュ
ニケーションの回路や機会を適切に設けることで、生徒参加の校則見直しが学校全体に
とっても有意味な市民性教育実践となることが期待できる。ただし質問紙調査の結果から
は、生徒間で参加や意識に乖離が生じていた可能性も考えられる13）。近年の研究では、生
徒参加における階層化傾向も指摘されており（Rudduck 2007, 古田 2021b）、多様な生徒の
プロセスへの参加を保障し、その声を包摂する方途の考究が理論的にも実践的にも課題と
いえる。
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６　おわりに

　校則見直しの活動は、生徒の切実な思いや問題意識を原動力に、多様な意見や立場の人
との関わりを通じて対話や民主主義を学びながら、実際に自らの学校生活に変化を与える
経験を得られる、きわめて真正な市民性教育の機会といえる。本稿の事例からもその可能
性を確認することができた。他方で、活動内容が多様な学校関係者に影響するがゆえの難
しさや、中心的に活動を進める生徒と他の生徒との非対称性という構造的な課題もある。
校則見直しは市民性教育の万能策ではない。他の教育活動等と適切に組み合わせ、補完し
あいながら進めていくことも大切であろう。
　本稿では、限られた紙幅ではあるが、定性的／定量的な分析を組み合わせながら、生徒
参加による対話的な校則見直しのもつ市民性教育効果を考察してきた。ただし事例校の背
景（私立校、女子校、中高一貫校など）や活動の実施方法の特徴にも鑑みれば、事例分析
のさらなる蓄積が必要といえる。今後の課題としたい。

付記
　本研究は、2019 年度・2020 年度経済産業省「未来の教室」実証事業の一環で行われた実
践に関する研究成果の一部である。研究にご協力いただいた安田女子中学高等学校の皆様、
ならびに認定特定非営利活動法人カタリバのスタッフや外部サポーターの皆様、経済産業
省「未来の教室」実証事業の関係者の皆様に、厚く御礼申し上げたい。

注
	 1）	 佐賀県弁護士会「中学校校則の見直しに関する提言」（2020 年 10 月）、日本若者協議会「校則見

直しガイドライン」（2021 年 10 月）など。
	 2）	 例えば熊本市教育委員会は、学校管理運営規則を改定し（2021 年 4 月より施行）、校則の制定や

改廃に教職員・児童生徒・保護者を参画させることを定めるとともに、「校則・生徒指導のあり方
の見直しに関するガイドライン」を作成し、見直しの観点や児童生徒の参加に基づく見直しの仕
組みを示した。類似の動きは神戸市教育委員会などでもみられる。

	 3）	 経済産業省「未来の教室」実証事業としての事業名は「ルールメイカー育成プロジェクト」であ
る。また、NPO カタリバでは 2021 年度頃より「みんなのルールメイキングプロジェクト」とい
う名称も使われ始めている。本稿では便宜上、安田女子中高で用いられてきた表現に合わせて

「ルールメイキングプロジェクト」（RM と表記）を用いる。
	 4）	「校則の見直しを通した対話で当事者意識を育み校則以上に大切なことも発見」リクルート進学総

研『キャリアガイダンス』2021 年 5 月号、28 頁。
	 5）	 プログラムの原案作成に際しては、アメリカ・シカゴ学区の生徒参加の実践「ステューデント・

ボイス・コミッティー（Student Voice Committee）」（Mikva Challenge 2013, 久保園 2019, 古田 
2021a）からも着想や示唆を得た。

	 6）	 認定非営利活動法人カタリバ「ルールメイカー育成プロジェクト〜ルールを学び、対話的に問題
解決する力を育む実証事業〜 2020 年度事業実施報告」（経済産業省「未来の教室」実証事業 2020
年度報告書）3 頁。

	 7）	 例えば、見直す校則を決めた次の回の活動では、扱う校則ごとにチームに分かれて調査計画の作
成を行ったが、活動終了間際に、複数チームが別々にヒアリングを行うと非効率的であるとの考
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えから、高校 2 年の生徒が「生徒指導の先生に（話を）聞きたいという人は、紙にまとめて私に
下さい」（9 月 30 日フィールドノーツ）と、生徒の側で調査の取りまとめを行おうとする様子が
みられた。その後の調査の活動も、生徒主体で進められていったことが、教員との定期的な打ち
合わせで報告されている。

	 8）	 例えば校長も「プロジェクトのメンバーが最初に言っていたのが、私たちだけでやっていて、気
が付いたら校則が変わっていたわ、っていうのだけには絶対したくない、って言って」（12 月 11
日・中間振り返り会）と振り返っている。

	 9）	 認定非営利活動法人カタリバ「ルールメイカー育成プロジェクト〜ルールを学び、対話的に問題
解決する力を育む実証事業〜 2020 年度事業実施報告」36 頁。

10）	 実際、調査や対話を経て生徒が出した新校則案は、「割と学校側に寄った印象」（校長補佐・12 月
2 日フィールドノーツ）でもあったという。そのため、その後教員側で、新校則の一部をむしろ

「生徒側提案よりも踏み込んだ形で自立を求める」（校長補佐・1 月 7 日やり取りの記録）方向で
修正したものもあった。

11）	 事後調査の回答数が多いのは、高校から入学した新高校 1 年生の回答も含むためである。
12）	 プロジェクトメンバーとしての参加、アンケートへの回答、校内新聞の閲読、廊下掲示の意見募

集への参加、プロジェクトメンバーの生徒への意見伝達の 5 項目。
13）	 プロジェクトメンバーの生徒自身も、全校生徒の意見聴取を大切にしたいと考え、工夫をしてき

た一方で、コロナ禍の影響もあり、思うようにできなかった面もあったと感じていたようである。
振り返りシートにおいて、メンバー以外の生徒の意見を考慮できていたと思うか 4 件法で尋ねた
ところ、「そう思う」と回答した生徒は 21 名中 12 名で、教員の意見の考慮（17 名）、保護者の意
見の考慮（15 名）に比べやや少なかった。同様の指摘は中間振り返り会での教員インタビューな
どでもみられた。
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